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わが国電気通信産業の供給予測：1996-2015 年

――BISDN 建設の経済的基盤

I．まえがき

Ａ．本章の概要

　本章では、広帯域網建設の予測、すなわち、わが国でBISDNを1996～2025年の30年間に建

設する場合に必要となる投資額およびそれにともなう電気通信事業（現在のNTT、NCCの電

話事業に当たる部分）の収支額などの指標を予測する。そのために若干個の前提を設けて

経済モデルを作り、これに基づいて加入者数を想定し、必要投資額・営業費用・収入・資

金収支・経常収益などの指標について予測値を計算する1 2。

　言うまでもないが、BISDNは将来のシステムであるため、これに関する信頼できるデータ

はまだほとんど存在しない。しかしながら、BISDNの経済的基盤について一応の見通しをつ

けるために、具体的な予測数値を計算することを試みる。このためには、いくつかの「大

胆かつ主観的」な前提が必要である。この意味で本章の作業は、たとえば電話の１人当た

り普及台数が0.01以下であった戦後時点において、普及率が0.5に近づいた現在時点での状

況を予測することと似ている。したがって、正確性や信頼性だけを問題にすれば、これは

最初から実行不可能な作業である。

　上記の困難にもかかわらず本章の作業を実行したのは、以下の２つの理由による。第１

に、BISDNのような巨大プロジェクトについては、具体的な予測数値を持たずにその建設に

関する政策を立てるよりも、たとえ誤差を含むにしても数値に基づいて政策を考える方が

望ましいからである。予測数値を提示することにより、プロジェクトの規模や実現可能性、

必要な負担額等について見当をつけることができる。また、過去において成功した他の大

型プロジェクト、失敗したプロジェクトと比較することもできる。この理由で、たとえそ

の根拠があやふやなものであっても、BISDN建設プロジェクトの評価に必要と考えられる指

標については、とにかく具体的な予測数値を与えることにした。

                                               
1　わが国における BISDN導入の検討は、郵政省電気通信局（1991）、郵政省通信政策局（1992）、
通信機械工業会（1993）、電気通信審議会（1994）によってなされている。このうち電気通
信審議会（1994）は、マクロ的な方法を用いた BISDNの経済予測を与えている。本稿の作業
は、同予測の延長・深化であると見ることもできる。
2 諸外国における次世代通信網導入政策については、郵政国際協会（1993）が包括的な展望
を与えている。米国の動向については、関（1993）、Stewart（1993）、Elton（1991）、Hollings
（1991）、Clinton（1993）、NTIA（1991）を、ヨーロッパについては Bonatti（1991）を参照。
また、積み上げ方式による BISDN投資の経済予測については、Calabrese（1992）、Egan（1992）、
Reed（1992）、Takasaki（1989）などを参照。本作業においては、とりわけ Reed（1992）の
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　第２のポイントは、他者によるモデルの批判・改良等を可能にするため、予測作業を客

観的な経済モデルに立脚させ、予測の前提を（たとえそれらを直ちには正当化できなくと

も）すべて明示した点にある。この種の予測では、不確実・不正確な推論を避けることが

できないため、予測の根拠・方法などが明らかにされず、単に予測数値だけが発表される

場合が多い。不確実・不正確な点に対する批判を避けるという意味で、このような傾向は

理解できないわけではない。しかしながら、予測の根拠を明らかにしないままで終われば、

後に同種の作業が試みられるときに過去の作業成果を利用することができない。また、予

測の根拠・方法などが明らかにされないまま予測数値だけが発表された場合、とりわけ他

に利用可能な予測数値が利用できない場合には、予測の根拠・方法の当否を好意的に解釈

して、その数値だけが議論のために繰り返し引用されることがある。その結果、予測根拠

の不確実・不正確性が忘れられ、その数値があたかも客観的なデータであるかのように「一

人歩き」する可能性がある。このように「みんなで渡れば怖くない」式の「予測」に基づ

いて政策決定をおこなうと、国民経済に大きな不利益をもたらしかねない。これらの理由

から本章では、モデルの構造や使用したデータをすべて明示した。そのため、読者には本

章の作業の弱点が目につくという結果を生むことになるかもしれないが、この点はやむを

得ないと考える。

Ｂ．予測方法の説明

　電気通信産業の活動水準や事業者の収支は、他の産業と同じく需要側と供給側の諸条件

によって決まる。BISDNについてもこの点に変わりはない。したがってその予測のためには、

まず需要側の条件（需要関数）、すなわちBISDNへの加入者数・使用度数を特定する。次に、

BISDNサービス価格、すなわち同基本料・度数料を与えて、事業者の収入を予測する。BISDN

への加入者数・使用度数が予測されると、これを満たすために必要な資本設備（交換機・

回線など）の水準が決まり、資本設備の単価が与えられれば、必要な設備投資額を予測す

ることができる。これに事業者の経費関係のデータを加えて、同支出額を予測し、収入予

測と併せて必要資金・事業収支の予測が可能になる。図Ⅰ．１はこれらの関係を示したも

のである。図Ⅰ．１の諸変数について、1996年から2025年までの予測期間の各年の予測値

を与えることが本章の目標である。

　なお、図Ⅰ．１に含まれる変数間の関係が実際にすべてここで考慮されたわけではない。

たとえばBISDNへの加入者数・使用度数は、もとよりそのサービス価格である加入料・度数

料に依存する（需要関数）。BISDNサービスに対する需要関数は、BISDN建設に関する政策

立案のために最重要な情報である。ここでは、上記の諸要因すなわち図Ⅰ．１に示された

                                                                                                                                      

手法の一部を参考にした。
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諸変数のうち、供給側の指標に重点をおいて作業をおこなった3。具体的な予測対象は、BISDN

建設のための必要投資額、事業者の収入・支出額および建設に必要な資金額と事業収支で

ある。これらの変数は図Ⅰ．１において太線の長方形内に書かれており、「内生変数」と

呼ばれている。内生変数以外の諸変数は「外生変数」と呼ばれるが、これらは内生変数の

予測値を計算するために必要なデータである。本作業においては、必要投資額、支出額、

必要資金額、事業収支の予測値を計算するために、何らかの方法で諸外生変数値を特定し

た。

　図Ⅰ．１の変数間の関係は予測期間のうちのある１期間（たとえば暦年）について示さ

れているが、これに加え、異なる暦年間にわたる変数間の関係も存在する。すなわちオー

バータイム（ダイナミック）な関係である。たとえば必要投資額は資本設備（交換機・回

線など）の単価に依存するが、設備単価はまた先行期間における資本設備の生産額に依存

する。周知のように大量生産の利益により、資本設備の累積生産額が高ければ高いほど生

産物単価は下がるからである。先行期間における資本設備の生産高は、BISDNへの加入者数・

使用度数に依存するので、今期の必要投資額は、今期の新規加入者数や使用度数増だけで

なく、その期以前の加入者数・使用度数にも依存することになる。また、BISDN建設に必要

な資金の大部分は事業者による社債発行などの形で調達されるが、発行社債すなわち先行

期間における資金調達額から生ずる利子負担は当期支出の一部となり、当期の必要資金額、

事業収支に影響を及ぼすことになる。本章では簡単な形ではあるが、これらの関係をもモ

デルの中に取り入れて予測をおこなった。

Ｃ．主な結論

　予測期間1996年から2025年までの30年間におけるBISDNへの加入者数を以下のように想定

した。まず、1996年からBISDNへの加入が始まり、20年後の2015年に、1990年時点の住宅用

および事業用加入者数のそれぞれ75％に当たる加入者が現電話網からBISDNへ移行するもの

とした。ただし、住宅用加入者のうち３分の２は、ビデオ・テレビ配信を主とする簡易型

ディジタルシステム（後述の「Ｎ－Ｖシステム」）に移行し、３分の１が双方向型広帯域

通信システム（後述の「Ｈシステム」）に移行するとした。また、事業用加入者はＮ－Ｖ

システムには加入せず、すべてＨシステムに移行するものとした。2025年には総加入者数

の97％がBISDNに加入するものとした。

　これらの加入者が1990年の電話網加入者と同一の頻度で市内・中継網を使用するとした

場合、これを実現するために必要な粗投資額の1996～2015年、1996～2025年の累計は、そ

                                               
3 BISDNに対する需要予測の作業例は皆無に近い。栗山他（1993）、Kuriyama（1995）の結
果は、おそらく世界で最初の BISDN需要関数の推定例である。
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れぞれ37兆円、72兆円（1990年価格、電話網用投資を除く）に上る。そのうち市内網投資

が85％、中継網投資が15％である。

　次に、上記加入者のそれぞれが、Ｎ－Ｖシステムについては現行電話網の1.5倍の基本料、

現行と同一額の使用料を支払い、Ｈシステム加入者は基本料については２倍、使用料につ

いては住宅用でその2.5倍、事業用で3.5倍の額を支払うものとする。また、BISDN網に移行

しない電話網加入者（2015年で全加入者の25％、2025年では3％）は、1990年におけるのと

同一額の基本料・使用料を支払うものとする。このとき電気通信事業者の総収入（電話網

およびBISDN双方を含む）は、予測期間30年間において平均年率3.1％で増加する。もしわ

が国のGNPが同期間に年率2.5％で成長するとし、1995年（電話網加入者が100％）の事業者

収入がGNPの1.37％であれば、2025年の事業者収入はGNPの1.6％にまで増大しなければなら

ないことになる。すなわち、本予測は、予測期間30年間内にGNP内に占める電気通信事業者

収入のシェアが0.23％分だけ増大することを想定している。

　電気通信事業者の負担する人件費および物件費については、それぞれ1980～1990年のト

レンドを延長して、2025年までの人件費・物件費を予測した（ただし、若干の調整を加え

てある）。また、BISDN建設に必要な資金は、すべて（1990年の政府保証債利回り6.2％／

年と等しい利回りで）社債発行により調達するものとする。また、電話網用資本ストック

については、加入者がBISDNへシフトする結果、予測期間の後半において余剰分が生ずるが、

この分については各年末にそのまま除却するものとする。また、電話網用資本ストックに

ついては、年６％の資本減耗を仮定する。他方、BISDN用資本ストックについては、簡単の

ため、年６％の資本減耗率を仮定し、同一率の減価償却を仮定する。上記の想定の下に、

電気通信事業者の電話網およびBISDN両事業から生ずる必要資金額は、ピーク（2011年）に

おいて年6500億円程度であるが、予測期間末（2025年）においては8700億円程度の余剰を

生ずる。これにともない社債発行・償還額を計算すると、予測期間末すなわち2025年にお

いて、約1.2兆円の社債発行残高となる（NTTの1985年および1991年度末の社債発行残高は

それぞれ4.2兆円と2.5兆円であった。）。

　以上を要するに、上記想定の下では、BISDNの建設は当初相当額の資金投入を必要とし、

また予測期間末において依然1.2兆円に近い長期負債を残すが、この傾向を延長すれば2027

年には長期負債を完済できることになる。結論として、BISDNプロジェクトは短期的には巨

大な資金需要を生ずるが、30年程度の長期間をとれば十分にペイする事業である。

II．電気通信事業活動と BISDN の概略

Ａ．電気通信事業活動のモデル化

　BISDN建設の予測をおこなうためには、電気通信事業者の諸活動を予測に適する形式で表
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現する必要がある。そのためには、事業者の活動を表す諸変数間の関係を指定する経済モ

デルが有用である。以下においては、これをフローチャートの形で説明する。図Ⅱ．１を

参照されたい。同図に含まれる変数は、事業活動を直接に表現する「実物変数」と、事業

活動を財務諸表の項目として金額で表現する「アカウンティング変数（同図では記号＠を

付している）」に大別される。また同図においては、本研究の主たる対象である電気通信

事業者の供給活動を示してあり、需要側の要因は簡略化されている。

　電気通信事業の中心は、電気通信サービスの供給である。そのために事業者は、固定設

備Ｋ（交換機・回線など）と労働力Ｌを使用し、これに必要な購入サービスＶおよびその

他投入物Ｍを加えて電気通信サービスを「生産」する。ただし、一般の製造工業とは異な

り、電気通信は一種の「設備産業」であり、加入者の要求に応じて電気通信サービスを随

時供給できる「サービスキャパシティＳ」を準備・提供すると考えるのが適切であろう。

したがって、通常の意味の生産関数・生産性などの概念は、（厳密には）サービスキャパ

シティＳと諸投入物Ｋ，Ｌ，Ｖ，Ｍとの関係として考えられる。これに対し、実際のサー

ビス供給量ＱはサービスキャパシティＳの制約（Ｑ≦Ｓ）下で需要に応じて決まり、設定

された価格とともに営業収入Ｒを決める。（ただし本研究においては、一部を除いて上記

サービスキャパシティＳの考え方は採用せず、需要側の指標である加入者数を固定設備Ｋ

などの投入物と直接に関連させる方式を採用した。）

　生産要素のうち労働力Ｌは労働者のプールであり、新規雇用、退社、出向、復帰（ΔＬ）

によって増減する。また、購入サービスＶおよびその他投入物Ｍは、各期ごとに市場にお

いて購入される。これらの生産要素に対しては、人件費・物件費として代価が支払われ、

営業費用Ｃを構成する。

　固定設備Ｋについては、実物面と会計面でいくつかの関係が存在する。まず、固定設備

に対する新規投資とは、新規設備資産すなわち新たに購入・設置される交換機・回線など

であり、設備投資Ｉとして固定設備Ｋに付加される分である。このために必要な支出は、

有形固定資産取得額として記帳される。次に、技術的あるいは経済的な理由で使用が停止

された固定設備の部分は、同除却Ｄとして固定設備ストックＫから取り除かれ、その金額

が営業費用Ｃに加えられる。（本予測では、除却設備を中古品として売却することはなく、

すべて廃棄されることを仮定している。）他方、固定設備ストックについて減価償却費用

が計上され、営業費用Ｃに加えられるが、その金額は経営戦略あるいは税法規定などによ

って決まる。営業費用の他項目と異なり、固定設備除却分および減価償却分は、事業体外

への支払いをともなわず、帳簿上で操作される費用項目である。

　電気通信事業体の活動を総括する指標は、経常利益ＰＲと資金収支（cash flow）Ｓであ

る。経常利益は、収入Ｒと費用Ｃとの差であり、これには固定設備除却Ｄ、減価償却およ

び社債等の債務への利子支払額が費用として含まれている。これに対し、資金収支額Ｓは
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事業体の資金の過不足を示す指標であり、営業収入Ｒから事業体外部に支払われた営業費

用（固定設備除却Ｄと減価償却を含まない）と有形固定資産取得の和を差し引いた金額で

ある。資金余剰Ｓがマイナスであれば、外部からの借り入れあるいは社債発行が必要であ

り、逆にプラスであれば同借り入れの返済、社債償還をおこなうことになる。また、ある

時点までの先行期間におけるＳの累積額Ｂが、事業体の長期債権（あるいは債務）となる。

なお、電気通信事業のように数十年にわたる資金投入をともなう長期事業の評価は、単年

度の経常収支（あるいは事業収支）よりも、資金収支Ｓの長期系列およびその累積額をも

っておこなうのが適当である。

　本研究に使用したモデルは、図Ⅱ．１のモデルをBISDN予測用に簡略化したものである。

本研究の予測対象の範囲は、おおむね図Ⅱ．１フローチャートにおいて点線で囲んだ領域

に対応している。

Ｂ．BISDN のためのＮ，Ｖ，Ｈシステム

　BISDNの大要は、光ファイバーによる大容量高速通信回線とＡＴＭなどの高速交換機を使

用するエンド－エンドの双方向音声・動画通信（現在の音声電話と同様に、交換機を通じ

て音声および映像による１対１の通信をおこなうこと）である。BISDN技術はすでにLANに

ついて実用レベルに達しており、また動画を含む大量情報の長距離光伝送システムや、動

画情報を交換伝達するための高速交換機をはじめ、BISDN実施に必要な加入者・事業者用の

諸機器が試作されている。本研究で考察の対象とするBISDNは、NTTや海外の電気通信事業

者の研究所において開発されているシステムを簡略化したものである。本節においては、

同システムの概略を説明する。

　BISDNシステムとしては、NTTによって低レベルから高レベルまで３種類のシステムが提

案されている。すなわち（１）低速ディジタル光加入者伝送システム（Ｎシステム）、（２）

周波数分割多重光加入者伝送システム（Ｖシステム）、および（３）高速ディジタル光加

入者伝送システム（Ｈシステム）である。Ｎシステムは現在NTTがサービス中のNISDN（Ｉ

ＮＳ）相当のサービスを供給する簡易光ファイバー・同軸ケーブルのシステムであり、Ｖ

システムはＮシステム用回線を利用する動画情報配信用システムであり、CATVに適してい

る。Ｈシステムは、双方向動画通信をおこなうBISDNのフルシステムであり、オン・ディマ

ンド・ビデオ配信や映像電話、テレビ会議に適する。

　ＮシステムおよびＶシステムは、本格的な広帯域通信網であるＨシステムの機能の一部

を早い時期に低価格で導入するために提案されている。Ｎシステム上では、インターネッ

トも現行よりもかなり強力になる。図Ⅱ．２は上記３システムの概要を示す。図の上から

順にＮシステム、Ｖシステム、Ｈシステムの構成が示されている。３個のシステムのそれ
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ぞれについて図の左半分が加入者局内の装置を示し、右半分が加入者の宅内装置を示す。

中間の太い線は、加入者と加入者局を結ぶ光ファイバーである。

　図の局内装置類のうち、Ｎ－ＳＬＴ、Ｖ－ＳＬＴ、Ｈ－ＳＬＴは、それぞれのシステム

の光加入者線端局装置であり、局側において電気信号と光信号の変換をおこない、また、

光伝送のためのさまざまなサービスをおこなう機器である。図の右側の宅内装置類のうち

Ｎ－ＯＮＵ、Ｖ－ＯＮＵ、Ｈ－ＯＮＵは光加入者線ネットワーク装置であり、加入者側に

おいて光信号と電気信号の変換をおこなうとともに、局からのサービスを適切に受けるた

めの仕事をおこなう。これらのＳＬＴ、ＯＮＵの両装置は光ファイバーを回線として使う

ために必要となる装置であり、より対線や同軸ケーブルを使う旧来の電話網においては不

必要であった。なお、図に示されているように、Ｖシステムは固有の回線を必要とせず、

Ｎシステムで設置された光ファイバーをそのまま使用することができる。したがって、Ｖ

システムをＮシステムへの付加システムとして考えてもよい。

　わが国において、加入者と加入者局との平均距離は２㎞であり、うち1.5㎞が（地下埋設

の）「き線系」設備、500mが「配線系」の架空回線（道路端の電柱に併設されている黒く

太い電話線として日常見慣れている部分）である。「引き落とし（ドロップ）」は、配線

系から各加入者宅に分岐する部分であり、長さは通常数十ｍにすぎない。Ｎシステムにお

いては、き線系設備の光ファイバーを節約するため、図に示されているように、その末端

にスターカプラと呼ばれる分岐装置を設け、１本のき線系光ファイバーを配線系以降では16

加入者で共用できるように工夫されている。（この共用は、Ｖシステムを加えてもそのま

ま可能である。）分岐装置からユーザ宅までは、既設の同軸ケーブルを使うこともできる。

これに対し、Ｈシステムにおいては、加入者宅から加入者局にいたるまで、加入者ごとに

少なくとも１本の光ファイバーを設置する必要がある。したがって、ＮシステムとＨシス

テムの回線コストの差は、き線系設備における光ファイバー数の差と、既設同軸ケーブル

の有無から生ずる。

　現在のNTTのＩＳＤＮサービスは、既設の「より対線」（銅線一対、twist pair）を使用

して加入者宅と加入者局を結んでいる。すなわち、旧来のアナログ電話の加入者回線をデ

ィジタル電話に転用しているわけである。したがって、図Ⅱ．２のＮシステムは、このよ

うな現存の加入者線を（耐用年数の到来などにより）更新する必要が生じたときの導入に

最も適している。言い換えれば、Ｎシステムは現存のアナログ電話網の設備更新資金を使

って順次設置することが可能である。

　次に、Ｖシステムは、上記のＮシステムの回線を利用してCATV・ビデオ配信をおこなう

ためのものである。加入者局内でＶ－ＳＬＴを付加し、加入者宅内でＶ－ＯＮＵを付加す

れば、Ｎシステムの装置がそのまま動画用に使える。現在われわれが使用しているテレビ

信号をそのまま使えば11チャネルの送信が可能であり、現用のテレビ受像機で受信できる。
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新しいテレビ信号方式であるＦＭ方式を使えば、これに加えて50チャネルの配信が可能と

なるが、新方式のテレビ受像機が必要となる。またこれらの映像信号は、周波数多重方式

によってＮシステムにおける音声電話やデータ通信とは別個に送信されるため、NISDNサー

ビスとＶシステムにおけるビデオ配信は相互に独立に（互いに他の邪魔をせずに）同一の

光ファイバー上で同時に実行できる。現在、各地で少しづつ建設が進んでいるCATVは同軸

ケーブルを使用しているが、将来の光通信を見込んで、なるべく早期に図Ⅱ．２のＶシス

テムを採用することが望ましい4 5。

　最後にＨシステムは、上記ＮシステムおよびＶシステムの双方の機能を含み、これに加

えて156Mbすなわち（画像圧縮技術を適用すれば）HDTV（ハイビジョン・テレビ）レベルの

映像信号を一方向あるいは双方向で伝送できるシステムである。したがってＨシステムは、

任意の加入者間でテレビ電話、テレビ会議等の広帯域双方向通信を実行できる。（もとよ

り音声電話・ビデオ配信も使用可能である）。

　本研究においては、図Ⅱ．２に示されたシステムのうち、ＮシステムとＶシステムを一

括したものをＮ－Ｖシステムと呼び、これとＨシステムの計２システムの導入を考える。

実際の使用の便宜を考え、住宅用加入者についてはその大部分がＮ－Ｖシステムを採用す

るものとし、事業用加入者についてはすべてＨシステムを採用するものと想定する。

                                               
4 米国においても、図Ⅱ．２と類似の BISDNシステムの導入が考慮されている。しかしなが
ら米国においては、Ｈシステムは高価に過ぎると考えられており、最近になってようやく関

心の対象となってきた。本研究のような供給予測作業においては、ＮシステムとＶシステム

に対応するシステムの併用が提案されている。Ｎシステムはディジタル電話に加え、企業間

ＬＡＮ用の高速データ伝送に使用することが考えられており、Ｖシステムは住宅用のビデオ

配信システムとして考えられている。しかしながら米国においては、CATV用同軸ケーブル
がすでに設置済みである（加入者へのケーブル到達率 96％、加入率 60％）。このため、既設
の CATVケーブルと光ファイバーの併用・結合についてさまざまのシステムが提案されてお
り、需要に応じてコストを最小化しながら光通信を普及させることが考えられている（Reed,
1991を参照）。
5 米国と異なり、わが国においては、CATVがテレビ難視聴解消分を含めて 20％程度の普及
率にとどまっている。このことは、一方においては映像伝送のためのインフラの欠如を意味

し、BISDNのスタートを遅らせる要因である。しかし他方においては、同軸ケーブルと光フ
ァイバー併設から生ずるコストを節減できるので、長期的には BISDN普及についてプラスの
要因となり得る（これは、わが国鉄鋼業が、米国と比較して後発であったため米国の鉄鋼業

よりもすぐれた設備を使用することができ、古い設備の償却コストを免れて 1960年代に急成
長できたことと類似している）。いずれにしても、CATVに対する需要を使って光ファイバ
ー設置を加速することは、わが国の高度情報化のための急務であり、制度面における早期の

対応が望まれる。
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III．予測の前提と方法

Ａ．概略と前提

　本予測の目的は、BISDN導入にともなう投資額、経常収益、資金収支などの予測値を経済

モデルに基づいて求めることにある。前述のように、予測期間は1996年から2025年までの30

年間とする。

　まず、予測手順を要約する。第１に、BISDNの加入者数の予測値を特定する。加入者数は、

事業用、住宅用それぞれについて、Ｎ－ＶシステムとＨシステムへの加入率を特定するこ

とにより求める。予測加入者数に基づき、毎年のBISDN建設コスト（投資額）を求め、投資

額を積み上げてBISDNの資本ストックを求める（本作業では、資本ストックの減耗率につい

て、建設後10年まではゼロ、以降は６％を仮定する）。一方、電話網の資本ストックは、1990

年以降、同網への加入数に比例して変化するとし、余剰が出れば除却するものとする。な

お、同網の資本には、減耗率年６％を前提する。

　電気通信産業の労働費用、物件・委託費用の予測値は、1990年のNTTデータを基準とし、

これをNCCを含めた全事業者に拡大し、同年以降に延長することにより求める。　次に、BISDN

サービスの収入は、BISDN加入者当たり収入に各サービスの加入者数をかけて求める。電話

網収入は、同網加入者当たり収入に加入者数をかけて求める。（前出図I．１参照）

　BISDN、電話網それぞれにつき、資本ストック、投資額、償却額を計算し、これに労働費

用、委託・物件費、収入の予測値を加算して、電気通信産業の投資額、資金収支、経常収

支の予測値を求める。

　以上が本章で実行する予測の概略であるが、電気通信産業においては多様なサービスが

提供され、広範な活動がおこなわれている。他方、予測作業においては、複雑な経済関係

を単純化し、考察範囲を限定したモデルを使用せざるを得ない。以下においては、予測用

モデルと現実の電気通信産業における諸活動を対比し、モデルにおいて単純化・限定され

ている諸点を述べる。

    １．本章では電気通信事業者による電話網関係サービスのみを取り扱い、放送・有線

放送については考慮しない（ただし、Ｖシステムの導入を取り扱うので、結果的に、

ＴＶ・ビデオ配信のための回線サービスの供給は考慮することになる）。

    ２．ここでは、BISDNを実現するための経済基盤のみを取り扱い、制度的側面すなわ

ち電気通信産業組織（競争、独占など）・同規制方式等については第II部に譲る。

    ３．NTTおよび長距離系NCCの供給サービスのうち、一般加入電話サービス（市内通話

および市外通話の双方を含む）のみを対象とし、BISDNは同サービスを順次置き換

えて建設されると考える。したがって、電信サービス、専用サービスなど一般加入

電話（公衆網）サービス以外のサービスについては、現行サービスもBISDNによる
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サービスも考慮しない。ただし、電気通信事業の資金収支、事業収支の計算におい

ては、費用の分計が困難であるため上記サービスを含んだ数値を求めることにする。

    ４．BISDNサービスの需要関数の推定はおこなわない。需要側の要因はすべて外生変

数として取り扱う。具体的には、ネットワークへの加入基本料・度数料に加え、加

入数・使用度数をパラメタとして与える。したがって、このようにして与えた需要

が実際に実現するか否かの問題が残っている6。

    ５．必要固定設備投資額の推計は、建設コスト積み上げ方式（Engineering Cost

Function使用）による。推計の範囲は、事業者の「ベアラ・サービス」に相当する

部分のみとし、「拡張サービス」は除外する。また、加入者宅においては回線終端

装置である「光加入者線ネットワーク装置」までを対象に含め、加入者宅内装置（CPE、

すなわち電話端末、ビデオ端末、データ機器、ユーザ・バスなど）は対象としない。

また局側においては、交換機までを対象に含め、諸サービス供給用の機器（たとえ

ば、ビデオ信号送出装置）は対象に含めない。BISDN全体の立ち上がりを考えるた

めには、これらの対象に関する予測をもおこなう必要がある。

    ６．事業者の人件費、物件・委託費については1980～1990年のNTT･NCCデータを基準

とし、これを延長して推計する。

    ７．建設費については、下記項目に分けて推定する。

      ａ．ローカル網（Ｌ）。ただし、加入数について住宅用（Ｈｓ）と事業所用（Ｂ）

を区別する。

      ｂ．国内中継網（Ｇ）

    ８．金額表示のデータはすべて1990年価格によることとし、価格指数は1990年基準と

する。

    ９．諸パラメタについては、基準値に加え、その上下に高低２値を考える。（ただし

紙数の関係で、本章においては大部分のパラメタについて基準値のみ考慮する。）

    10．作業に使用する諸データには問題を含むものが多いが、データ採否の決断におい

ては、推定の「安全性」を重視する――すなわち収入側においては過大よりも過小、

コスト側においては過小よりも過大となる可能性が大きいようにデータを取る。こ

の方針に反してデータを採用したときは、これをテキスト中に明記する。

Ｂ．加入数推定法

　本推定で採用したモデルによれば、BISDNの投資額、収入は、BISDN加入数により変動す

                                               
6 BISDN諸サービスに対する需要関数の推定は、栗山他（1993）、Kuriyama（1995）によっ
てなされている。
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る。BISDNの投資額、収入予測値の決定に、加入者数の予測値は欠かせない変数である。

　加入数の予測値を得るために、次の仮定をおく。「加入は、電話網、BISDNのそれぞれに

ついて住宅用（Ｈｓ）、事業用（Ｂｓ）に分ける。さらに、BISDNのサービスの内容から、

加入をＮ－ＶシステムとＨシステムに分ける。住宅用加入者は、現電話網からＮ－Ｖシス

テム、あるいは、Ｈシステムへ逐次移行するものとする。このとき、個々の住宅用加入者

がＮ－Ｖ、Ｈ両システムに同時に加入することはないものとする。（電話網からＨシステ

ムに直接に移行しても、Ｎ－Ｖシステムを経由して移行しても、本モデルにおいては結果

に変化を生じない。）事業用加入者は、すべて現電話網から、Ｈシステムへ直接に移行す

るものとする。」

１．住宅用加入数(SUBHsｔ)の推計

　まず、住宅用Ｎ－Ｖ、Ｈシステムの各加入率の予測手順を述べる。1990年の住宅用電話

加入率（世帯当たり電話加入数:PENHs90）を上限とし、1995年に１％、2015年に75％、50％、

25％となる3本のロジスティック曲線（補論Ａ．１参照）を住宅用BISDN普及率曲線として

採用する。これに基づき、予測期間各年の住宅用BISDN加入率(PENHsｔ)を３ケース（高位:2015

年に75％、中位:2015年に50％、低位:2015年に25％）について求める。ここで、住宅用加

入率とは、Ｎ－Ｖシステム、または、Ｈシステムへの世帯当たり加入を指す。

　次に、住宅用加入者に占めるＮ－Ｖシステム、Ｈシステムの加入者のシェアを与える。

Ｈシステムの加入者のシェア(SHRHHsｔ)は、2000年にシェア１％、2015年にシェア25％とな

るロジスティック曲線に従うとする（付録Ａ．２参照）。このとき、Ｎ－Ｖシステム加入

者のシェア(SHRVHsｔ)は、1-SHRHHsｔで与えられる。予測期間各年のＮ－Ｖ、Ｈ各システム

の加入率(PENHVｔ,PENHHｔ)は、次の式より与えられる。

   PENHsVｔ = SHRHsVｔ*PENHsｔ*PENHs90                 (IIIB-1)

   PENHsHｔ = SHRHsHｔ*PENHsｔ*PENHs90                (IIIB-2)

  次に予測期間(1995-2015)での世帯数の予測値(HHDｔ)を求める。このため厚生省「将来人

口の推計　平成３年」の与える人口予測値を使い、以下の手順に従って予測期間中の世帯

数予測値を求める。

      ａ．1955年から1989年までの世帯数(HHDAｔ)、人口(POPAｔ)より、世帯数－人口比(HHDA

ｔ/POPAｔ)を求める。世帯数のデータは、「住民基本台帳に基づく全国人口世帯数表」よ

り採用した。

      ｂ．1955～1989年の世帯－人口比(HHDAｔ/POPAｔ)のトレンドを予測期間に延長する。

このとき、1955～1989年の世帯－人口比のトレンドを指数関数で近似させる。

 　     HHDAｔ/POPAｔ = a１*exp(-a２*year) + 0.21131          (IIIB-3)

        a１ = 11.0227   a２ = -0.015288
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      ｃ．ｂで得た1995～2015年までの各年世帯－人口比率に、各年の人口予測値をかけ

て、各年の世帯数予測値を求める。

        HHDｔ = POPFｔ*(HHDAｔ/POPAｔ)                       (IIIB-4)

       POPFｔ:厚生省「将来人口の推計　平成3年」の低位推計(1995～2015年)

      最後に、住宅用Ｎ－Ｖ、Ｈ各システム加入数(SUBHHsｔ,SUBVHsｔ)、および両シス

テムのいずれかに加入する世帯数(SUBHsｔ)を以下の式によって求める。

        SUBHsHｔ = PENHsHｔ*HHDｔ                         (IIIB-5)

        SUBHsVｔ = PENHsVｔ*HHDｔ                         (IIIB-6)

        SUBHsｔ = PENHsｔ*PENHs90*HHDｔ                   (IIIB-7)

　　　　 　　　= SUBHsHｔ + SUBHsVｔ

２．事業用加入数(SUBBsｔ)の推計

　事業用加入数の予測値を求める手順を述べる。まず、1990年生産年齢人口（15～64歳人

口）１人当たり事業用電話加入数(PENBs90)を求める。

  PENBs90 = SUBBs90/POPBs90                                 (IIIB-8)

  POPBs90:1990年の生産年齢人口（15～64歳人口）

  SUBBs90:1990年の事業用電話加入数

　事業用Hシステムの加入率(PENBsRｔ)を得るために、1995年に１％、2015年に90％、75％、

50％となる３本のロジスティック曲線を事業用BISDNの普及率曲線として採用する。このと

き、このロジスティック曲線に従って、各年の事業用Ｈシステムの加入率(PENBsRｔ)を上記

３ケースについて求める（補論Ａ．１参照）。さらに、各年の生産年齢人口１人当たり事

業用Ｈシステム加入率(PENBsｔ)を求める。

  PENBsｔ = PENBsRｔ*PENBs90                               (IIIB-9)

　したがって、事業用Hシステム加入数は、各年の生産年齢人口１人当たりＨシステム加入

数(PENBsｔ)に、各年の生産年齢人口(POPBsｔ)をかけて求められる。

　SUBBsｔ = PENBsｔ*POPBsｔ                               (IIIB-10)

  次に、上記から、住宅用、事業用加入を合わせて、各年のＮ－Ｖシステム、Ｈシステム

の各加入数(YVｔ,YHｔ)を求める。さらに、Ｎ－Ｖ、Ｈシステムいずれかに加入する住宅用、

事業用加入数の和（BISDN総加入数:Y=SUBBISDN）を求める。さらに、各システムの加入数、

BISDN総加入数の増加分(ΔYVｔ,ΔYHｔ,ΔYｔ)も求める。

　YVｔ  = SUBHsVｔ                                         (IIIB-11)

  YHｔ  = SUBHsHｔ + SUBBsｔ           　　　             (IIIB-12)

  Yｔ   = YVｔ + YHｔ = SUBBISDNｔ                         (IIIB-13)
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 ΔYVｔ = YVｔ - YVｔ－１                    　　            (IIIB-14)

 ΔYHｔ = YHｔ - YHｔ－１                          　        (IIIB-15)

 ΔYｔ  = Yｔ - Yｔ－１                               　　　  (IIIB-16)

　最後に、BISDNおよび電話網の双方の加入数を求める。

ＳＵＢＨｓｔ：ｔ年の住宅用総加入数

ＳＵＢＨｓｔ＝ＰＥＮＨｓ90・ＨＨＤｔ                          (IIIB-17)

ＳＵＢＢｓｔ：ｔ年の事業用加入数

ＳＵＢＢｓｔ＝ＰＥＮＢｓ90・ＰＯＰＢｓｔ                      (IIIB-18)

  ＳＵＢｔ：総加入数

  ＳＵＢｔ＝ＳＵＢＨｓｔ＋ＳＵＢＢｓｔ　　　　                     (IIIB-19)

ＳＵＢBISDNｔ：BISDN総加入数

ＳＵＢBISDNｔ＝ＹＶｔ＋ＹＨｔ＝Ｙｔ　　　　                       (IIIB-20)

ＳＵＢＡｔ：電話網総加入数

ＳＵＢＡｔ＝ＳＵＢｔ－ＳＵＢBISDNｔ                          (IIIB-21)

　　　　 ＝ＳＵＢＡＨｓｔ＋ＳＵＢＡＢｓｔ

ＳＵＢＡＨｓｔ：住宅用電話網加入数　　                       IIIB-22)

ＳＵＢＡＢｓｔ：事業用電話網加入数    　　                   (IIIB-23)

　　ＰＶｔ：総Ｖ加入率

　　ＰＶｔ＝ＹＶｔ／ＳＵＢｔ                                   (IIIB-24)

　　ＰＨｔ：総Ｈ加入率

　　ＰＨｔ＝ＹＨｔ／ＳＵＢｔ                                   (IIIB-25)

　ＰＶＨｔ＝ＰＶｔ＋ＰＨｔ                                     (IIIB-26)

　　ＰＡｔ：電話網加入率

　　ＰＡｔ＝1.0－ＰＶＨｔ＝ＳＵＢＡｔ／ＳＵＢｔ                (IIIB-27)

Ｃ．BISDN 市内網投資・資本ストック推定法

　前節においてＮ－ＶシステムおよびＨシステムへの加入者数を求める方法を決めた。本

節においては、加入者数に応ずるBISDN市内網の必要投資額および資本ストックの推定法を

述べる。市内網については、資本設備すなわち宅内機器、加入者回線、加入者局内機器、

交換機などがすべて加入者ごとに設置されるので、必要投資額は（中継網と異なり）加入

者の設備使用頻度に依存しない。必要投資額は、すべてＮ－ＶシステムおよびＨシステム

それぞれの加入者数の増加分によって決まる。すなわち、各年の投資額は加入者数の増加

分とそれぞれの設備単価の積を合計した額である（図III．１参照）。
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　しかしながら他方、設備単価は一般に大量生産の利益のため加入者数の増大にともなっ

て低下する。加入者数の増大と設備単価の減少との関係は、BISDN建設予測における重要な

要因である。以下においては、NTTによる設備単価資料から、それぞれの設備単価と加入者

数増加分およびネットワーク普及度の関係式を求め、これを使って加入者数の増大にとも

なう各年の設備単価を推定する。

　市内網投資は、まず設備全体を局・宅内設備と伝送設備に分け、それぞれについてＮ－

ＶシステムとＨシステムのコストを推定する。まず第１にｔ年のBISDN市内網（Ｌ）総投資

額を、局設備・宅内設備投資額（Ｈ）と伝送設備投資額（Ｃ）に分ける。

Ｉｌ，ｔ＝Ｉｈｌ，ｔ＋Ｉｃｌ，ｔ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（IIIC-1）

Ｉｌ，ｔ：ｔ年の市内網総投資額

Ｉｈｌ，ｔ：局設備および宅内設備投資額

Ｉｃｌ，ｔ：伝送設備投資額

１．局設備および宅内設備

　局設備および宅内設備粗投資額Ｉｈｌを、Ｎ－ＶシステムおよびＨシステムについてそれ

ぞれ推定する。

Ｉｈｌ，ｔ＝Ｉｈｖ１，ｔ＋Ｉｈｈｌ，ｔ＋δｈｌ，ｔＫｈｌ，ｔ－１         　　　　　（IIIC-2）

ａ．Ｎ－Ｖシステム

　Ｎ－Ｖシステムのための局設備および宅内設備投資額Ｉｈｖｌ，ｔは、設備単価とＮ－Ｖシス

テム加入者数増大分ΔＹＶｔの積として推計する。

Ｉｈｖｌ，ｔ：局・宅内設備投資

Ｉｈｖｌ，ｔ＝（設備単価）ｖ，ｔ・ΔＹＶｔ                          （IIIC-3）

　設備単価は、局・宅内伝送設備（ＳＬＴ，ＯＮＵ）単価と交換機単価の和である。この

うち、伝送設備すなわち光ファイバーについては、大量生産の進行にともなうコスト低下

を考慮するため、各年の単価が、基本単価（量産時の単価）と生産開始時のコスト高を表

現する単価調整パラメタＱｔの積で決まるものとし、単価調整パラメタは、Ｎ－Ｖシステム

用設備の生産高すなわち同システム加入数増大分ΔＹＶに依存して決まるものと考える。

基本単価すなわち量産時の価格は、NTTによって加入者当たり21万円（ＳＬＴ６万円＋ＯＮ

Ｕ15万円）と推定されている7。また、NTT資料から単価調整パラメタを推定すると、下記

                                               
7 ここで、「量産」の定義は、３メーカーによる年産 100万台すなわち１メーカー当たり三
十数万台程度を想定している。（１メーカーでなく３メーカーによる生産を考えるのは、独

占価格の形成を排除するためである。）
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の式が得られる（式の導出については補論Ｂ．１参照）。他方、Ｎ－Ｖシステムの交換機

は、すでに量産に入っている低速ディジタル交換機であるから、その価格は安定しており、

郵政省通信政策局（1992）によって加入者当たり単価３～５万円とされているので、この

値をそのまま使うことにする8。

（設備単価）ｖ，ｔ＝（局・宅内伝送設備単価）ｖ，ｔ＋（交換機単価）ｖ，ｔ

（局・宅内伝送設備単価）ｖ，ｔ＝ （基本単価）ｖ・Ｑｔ ［万円／加入］（IIIC-4）

（基本単価）ｖ＝21万

（交換機単価）ｖ，ｔ＝５万

Ｑｔ＝Ｑｔ（ΔＹＶｔ，Ｑｔ－１）：単価調整パラメタ

Ｑｔ＝ｍｉｎ［Ａ・exp｛－Ｂ・ΔＹＶｔ｝＋Ｃ，Ｑｔ－１］     （IIIC-5）

　　　　　　　　Ａ＝4.445704

  　　　　　　  Ｂ＝0.130962・10－４

　　　　　　　　Ｃ＝1.0

ｂ．Ｈシステム

　次にＨシステムについても、上記Ｎ－Ｖシステムと同様に局・宅内設備投資額Ｉｈｈｌ，ｔを

下記の式によって求める。まず交換機については、1993年から出荷されているフォア・シ

ステムズ社（米国）のATMハブ交換機のポート当たりの価格3,000～4,000ドル（=3,500ドル

×110円／ドル=38.5万円）を初期生産コストとし、後述の単価調整パラメタＱｔを使って求

めた初期・量産時価格比８を使って4.8万円＝（38.5万円／8＝4.8125万）を基本交換機単

価として採用する9。また、局・宅内伝送設備については、NTT推定による基本単価30万円

（＝ＳＬＴ12万円＋ＯＮＵ18万円）を使う。後者についてはNTTによって初期価格も推定さ

れているので、これを用いて単価調整パラメタＱｔを計算した。

Ｉｈｈｌ，ｔ：局・宅内設備コスト　　　　　　　　　　　　　　　　（IIIC-6）

Ｉｈｈｌ，ｔ＝（設備単価）ｈ，ｔ・ΔＹＨｔ

（設備単価）ｈｔ＝ （基本単価）ｈ・Ｑｔ   　　　［万円／加入］ （IIIC-7）

（基本単価）ｈ＝（基本局・宅内伝送設備単価）＋（基本交換機単価）

　　　　　　　＝30万＋4.8万＝34.8万

Ｑｔ＝Ｑｔ（ΔＹＨｔ，Ｑｔ－１）：（単価調整パラメタ）

Ｑｔ＝ｍｉｎ［Ａ・exp｛－Ｂ・ΔＹＨｔ｝＋Ｃ，Ｑｔ－１］　　    （IIIC-8）

　　　　　　　　Ａ＝6.9991742

                                               
8 郵政省通信政策局（1992年）、p.55。
9 Telecom Trends, 1992年４月, p.17.
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  　　　　　　  Ｂ＝0.1540327・10－４

　　　　　　　　Ｃ＝1.0

　上記Ｑｔの推定式によると、初期生産コスト（年産１万台の場合のコスト）と量産時のコ

ストとの比は、Ｎ－Ｖシステムについて５、Ｈシステムについて８程度となる。すなわち

両システムの普及が進むにともなって、局・宅内伝送設備の単価は５分の１ないし８分の

１に減少するものとし、Ｈシステムについては交換機単価も同じく８分の１に減少するも

のとして推定をおこなっているわけである。

２．伝送設備

　次に、伝送設備すなわち回線建設のための投資額を、Ｎ－ＶシステムおよびＨシステム

のそれぞれについて推定する。回線コストについては、き線系、配線系（スターカプラを

含む）、および引き落とし部分につき、物品費と工事費（ただし、地下溝工事費は含まな

い。すべて架空設備あるいは既設の地下溝を通す管路・ケーブル設備と考えている）の合

計の加入者当たりのコストが、Ｎ－ＶシステムとＨシステムのそれぞれについてNTTによっ

て与えられている。ただし、これらの単価は、大量生産の利益を反映して各年の加入者数

の増加分に、また建設工事の能率を反映してネットワークの普及率に依存する。上記NTTデ

ータから回線単価の式を推定し、単価を求める。伝送設備粗投資Ｉｃｌ，ｔの計算式は下記の

とおりである。

Ｉｃｌ，ｔ＝Ｉｃｖｌ，ｔ＋Ｉｃｈｌ，ｔ＋δｃｌ，ｔＫｃｌ，ｔ－１                   （IIIC-9）

ａ．Ｎ－Ｖシステム

Ｉｃｖｌ，ｔ：回線投資

Ｉｃｖｌ，ｔ＝（回線単価）ｖｔ・ΔＹＶｔ                           （IIIC-10）

　NTTのデータにより、回線単価の推定式が、以下のように得られる（補論Ｂ．２参照）。

（回線単価）ｖｔ＝Ａ・（ΔＹＶｔ／10000）Ｂ（ＰＶｔ・100％）ＢＢ

                                             ［万円／加入］（IIIC-11）

            Ａ＝14.3378

            Ｂ＝-0.10824

    　　　ＢＢ＝-0.21887

ｂ．Ｈシステム

　次に、ＨシステムについてもＮ－Ｖシステムと同様の方式により、加入者当たりの回線

単価をNTTのデータから推定する。
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Ｉｃｈｌ，ｔ：回線投資

Ｉｃｈｌ，ｔ＝（回線単価）ｈｔ・ΔＹＨｔ                         （IIIC-12）

（回線単価）ｈｔ＝Ａ・（ΔＹＨｔ／10000）Ｂ（ＰＨｔ・100％）ＢＢ  ［万円／加入］（IIIC-13）

            Ａ＝34.0796

            Ｂ＝-0.14432

    　　　ＢＢ＝-0.25759

３．市内網用資本ストック：

　以上、推定した局・宅内設備投資額および伝送設備投資額から、それぞれの資本ストッ

クの予測値を計算することができる。経済分析における通常の手法では、投資額の時系列

から資本ストックの時系列を推定するには、（当期末資本ストック）＝（前期末資本スト

ック）＋（当期粗投資）－（当期資本減耗）の関係式を使う。ここで、当期の資本減耗は、

前期末に存在する資本設備ストックの「年齢構成（Vintage）」に依存する。資本の使用、

年月の経過による設備能力の低下や、技術的・経済的理由による陳腐化の結果、使用停止・

除却された資本ストックが資本減耗分となる（これは資本の減価償却引当金とは異なる。

資本減耗率は主に技術的要因によって決まり、減価償却は会計ルールにしたがう。）。マ

クロ経済システムの資本ストックやNTTの電話網用資本ストックのように、長年月にわたる

大規模な設備投資が継続した結果、資本の年齢構成がおおむね平均している場合には、資

本減耗分は前期末の資本ストックの一定比率であると前提してもさしつかえない。しかし

ながら本作業におけるように、BISDNのために資本ストックが新規に建設される場合には、

上記のような通常の方式を採用できない。建設当初の資本ストックは、その時点における

最新の設備であり、投資資金の節約のためにも少なくとも数年間はフルに使用され、設備

の陳腐化等による除却は考えられないからである。（ただし、予測できない技術進歩等に

よる陳腐化の可能性は別問題である10。）本研究においては、BISDNの資本減耗に関する上

記の問題を解決するために、BISDN用資本ストックに関して、1996-2005年までの10年間は

資本減耗率をすべてゼロと仮定し、以後においては局・宅内設備について年６％、回線に

ついて年３％の資本減耗率を採用した。

                                               
10 BISDN用設備の陳腐化（たとえば無線通信技術の進歩による光ファイバー網の陳腐化）の
可能性は、同システム建設における重要問題である。将来における技術進歩の可能性が不確

実である以上、このリスクに関しては何も予測できない。しかしながら、この種のリスクが

存在する以上、BISDNシステムの建設を通常の株式会社レベルの損益計算だけで実行するこ
とはほとんど不可能であろう。われわれはこの種の陳腐化を交通インフラにおいてすでに経

験している。在来線鉄道への投資が道路と自動車の発達によって陳腐化したケースがその例

である。これらのことを考えると、BISDNの建設には、（巨額の投資資金調達の必要に加え）
リスク負担に関するなんらかの国家的・公共的な見地からの措置が必要である。
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　　Ｋｈｌ，ｔ：ｔ年末の局・宅内設備ストック

　　Ｋｈｌ，ｔ＝Ｋｈｌ，ｔ－１＋Ｉｈｌ，ｔ－δｈｌｔＫｈｌ，ｔ－１       　　    （IIIC-14）

　　Ｋｈｌ，１９９５＝０

　　δｈｌｔ＝（減耗率）＝０　　(t=1996,...,2005)

                     ＝0.06  (t=2006,...,2025)

　　Ｋｃｌ，ｔ：ｔ年末の伝送設備ストック

　　Ｋｃｌ，ｔ＝Ｋｃｌ，ｔ－１＋Ｉｃｌ，ｔ－δｃｌｔＫｃｌ，ｔ－１            　　（IIIC-15）

　　Ｋｃｌ，１９９５＝０

    δｃｌｔ＝ （減耗率）＝０   (t=1996,...,2005)

                      ＝0.03 (t=2006,...,2025)

　　Ｋｌ，ｔ≡Ｋｈｌ，ｔ＋Ｋｃｌ，ｔ                             　　 （IIIC-16）

Ｄ．中継網投資・資本ストック推定法

　BISDN中継網建設のための必要投資額を推計するには、中継局設備投資と中継伝送設備投

資を考える必要がある。

　一般に市内網と異なり、中継網においては多数の加入者が中継設備を交代で使用する。

事業者による中継網設計・建設のポイントは、限られた設備を効率良く多数の加入者に使

用させること、すなわち加入者ダイヤル時に「話中」となる確率をなるべく低く保ちなが

ら、設備の使用効率を高くすることである。加入者による中継網設備の使用頻度は、曜日

や時間その他の要因によって不規則に変動する。ある程度の統計的傾向は存在するが、予

測できない事情によって中継トラフィックが混雑することも多い。また、一般に任意の２

点間を結ぶ中継回線経路は複数個存在し、混雑時や事故時のバイパスを提供するとともに、

中継回線の効率的な使用に役立っている。中継網容量は、最頻時に回線使用が一杯になる

程度に建設される。

　従来の電話網においても、中継伝送においては信号をディジタル化・多重化し、大容量

回線を使用して伝送単価を引き下げてきた。BISDNにおいては、中継伝送される信号は最初

からディジタル信号であるから、電話網と同様に音声レベルの通信は多重化によって中継

コストが引き下げられるであろう。また、これに加え、BISDNにおいてはセル化によるＡＴ

Ｍ（非同期伝送モード）が採用されるので、複数ユーザ間の回線使用頻度の差を利用する

「多重化」も中継コストの引き下げに役立つものと期待される11。

　上記のように中継網の使用は複雑な要因を含むので、一般にBISDNの中継網投資の推定は
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困難である。海外で発表されている研究成果においても、市内網建設の投資額は推定され

ているが、中継網建設の投資額の推定例は未だ発表されていないようである。

　以下においては、中継網投資額についてとにかく一応の数字を出すため、いくつかの前

提を導入し、下記の手順で作業をおこなった。なお、中継網投資額は市内網投資額に比べ

てはるかに小さい（おおむね１桁の差）ので、本節の作業結果は、BISDN全体の必要投資額

についてそれほど大きく影響するものではない。

　本研究においては、ユーザによるBISDN中継網の使用が、現電話網における中継網使用と

類似することを前提し、電話網における加入数と中継網使用に関するデータを準用して

BISDN中継網投資額を推定する方策をとる。もちろん、この前提には問題がある。BISDNサ

ービスに対する需要は、加入者が受ける便益と設定料金によって決まり、それが電話網サ

ービスへの需要と相似したパターンを示すか否かはわからない。前者はBISDNシステムの性

能・普及度に加え、他のコミュニケーション手段（直接面談を含む）の利用可能性にも依

存するからである。またBISDN市外料金については、もちろんまだ何も決まっていない。し

たがって、BISDN加入者による中継網の使用度についても、明確なことは何も言えない。BISDN

中継網の使用が電話網のそれに類似するという前提は、いわば分析の出発点であり、具体

的な予測値を得るための便法にすぎないことを断っておきたい（図III．２参照）。

　作業の手順として、まず現電話網における中継網設備を推定し、それにBISDN用設備の単

価を適用し、BISDNへの加入数を考慮して必要投資額を推定する。

　中継網（Ｇ）建設コストの主要部分は、中継局設備（Ｈ，Ｖ）と中継伝送回線（Ｃ）の

コストであり、中継網投資は局設備投資と伝送設備投資に分けられる。

Ｉｇ，ｔ：ｔ年の中継網粗投資額

Ｉｇ，ｔ＝Ｉｖｇ，ｔ＋Ｉｈｇ，ｔ＋Ｉｃｇ，ｔ

　　　　＋（δｖｇ，ｔＫｖｇ，ｔ－１＋δｈｇ，ｔＫｈｇ，ｔ－１＋δｃｇ，ｔＫｃｇ，ｔ－１）

（IIID-1）

Ｉｖｇ，ｔ：ｔ年のＮ－Ｖシステム用中継網局設備投資額

Ｉｈｇ，ｔ：ｔ年のＨシステム用中継網局設備投資額

Ｉｃｇ，ｔ：ｔ年の中継網伝送設備投資額

１．局設備

　中継網用局設備投資を推定するため、まず電話網市外交換機総端子数を推定した。ただ

し総端子数のデータ自体は入手できなかったので、市外回線数の２倍を総端子数として使

うこととした。具体的には、1990年におけるNTTの市外回線数を150万と推定し、これを1990

                                                                                                                                      
11 小野他（1993）。
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年におけるNTT長距離収入シェア（＝46539億円／48841億円＝0.9529）で除してNCCを含む

市外回線の総数を求めた12 13。

　ＨシステムおよびＮ－Ｖシステム加入者用中継に必要な市外交換機端子数ＺＨｔおよびＺ

Ｖｔは、それぞれ1990年の電話網交換機端子数（ＺＡ１９９０）にＨおよびＮ－Ｖシステムの普

及率（ＰＨｔ，ＰＶｔ）をかけて求めた。次に、必要市外交換機端子数の増加分に、それぞ

れＨシステム用局設備すなわちＡＴＭ中継交換機と局伝送設備（Ｈ－ＳＬＴ）、低速中継

交換機と局伝送設備（Ｎ・Ｖ－ＳＬＴ）の単価をかけて、局設備投資額を求めた。単価と

しては、それぞれ市内設備の単価と同一の値を用いた。また、市内設備と同一の単価調整

パラメタを用いた。

ＺＡ１９９０：1990年電話網市外交換機総端子数

ＺＡ１９９０＝（市外回線数）×２                              （IIID-2）

　　　　＝｛150万／（1990年NTT長距離収入シェア）｝×２

　　　　＝（150万／0.9529）×２＝314.83万

Ｉｖｇ，ｔ＝（設備単価）ｖｔ・ΔＺＶｔ

（設備単価）ｖ，ｔ＝（局内伝送設備単価）ｖ，ｔ＋（交換機単価）ｖ，ｔ

（局内伝送設備単価）ｖ，ｔ＝ （基本単価）ｖ・Ｑｔ   　［万円／加入］ （IIID-3）

（基本単価）ｖ＝６万

（交換機単価）ｖ，ｔ＝５万

Ｑｔ＝Ｑｔ（ΔＹＶｔ，Ｑｔ－１）：単価調整パラメタ

Ｑｔ＝ｍｉｎ［Ａ・exp｛－Ｂ・ΔＹＶｔ｝＋Ｃ，Ｑｔ－１］     （IIID-4）

　　　　　　　　Ａ＝4.445704

  　　　　　　  Ｂ＝0.130962・10－４

　　　　　　　　Ｃ＝1.0

Ｉｈｇ，ｔ＝（設備単価）ｈｔ・ΔＺＨｔ

（設備単価）ｈｔ＝ （基本単価）ｈ・Ｑｔ 　　　　［万円／加入］ （IIID-5）

（基本単価）ｈ＝（基本局内伝送設備単価）＋（基本交換機単価）＝12万＋4.8万＝16.8万

Ｑｔ＝Ｑｔ（ΔＹＨｔ，Ｑｔ－１）：（単価調整パラメタ）

Ｑｔ＝ｍｉｎ［Ａ・exp｛－Ｂ・ΔＹＨｔ｝＋Ｃ，Ｑｔ－１］　　    （IIID-6）

　　　　　　　　Ａ＝6.9991742

  　　　　　　  Ｂ＝0.1540327・10－４

　　　　　　　　Ｃ＝1.0

                                               
12 市外回線数は、情報通信総合研究所㈱推計による。
13 NTTシェアは、電気通信政策総合研究所『電気通信統計』（平成３年３月末）、p.14、に
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ＺＨｔ：必要Ｈシステム市外交換機端子数

ＺＶｔ：必要Ｎ－Ｖシステム市外交換機端子数

ＺＨｔ＝ＰＨｔ・ＺＡ１９９０                                    （IIID-7）

ＺＶｔ＝ＰＶｔ・ＺＡ１９９０                                    （IIID-8）

ΔＺＨｔ＝ＺＨｔ－ＺＨｔ－１                                   （IIID-9）

ΔＺＶｔ＝ＺＶｔ－ＺＶｔ－１                                  （IIID-10）

２．伝送設備

　中継網の伝送設備投資額は下記の方法によって推定した。まず、電話網の市外回線長を

推定する。電話網の通話用１回線にＨシステムの双方向映像通信１チャネルを対応させ、

電話網市外回線長にBISDNシステムの普及度ＰＨｔをかけて必要BISDN市外回線長を求める。

これにＡＴＭセル化および画像圧縮による多重度を適用し、回線単価を使って投資額を求

めた。なお、Ｎ－Ｖシステム加入者用の市外回線については、加入者当たりの必要容量

（64kb）がＨシステム用の必要容量（160Mb）の0.05％以下であるため、これを無視するこ

とにした。

　上記のうち、電話網市外回線長は、郵政研究所武内信博主席研究官（1993年当時）によ

る1991年度末の推定値（809147km･system=809147×2016回線／system=16.3124億km･回線）

をとった14。また、多重度については、ＡＴＭセル化による多重（多重度１）および画像

圧縮による多重（多重度２）を考え、それぞれ下記のような暫定値を与えた。

　次に、Ｈシステム用市外回線単価については、富士通研究所島田禎晉氏（1993年当時）

による下記の推定値を採用した。まず、現在実装されている光ファイバー１本の容量は

2.4Gb/secである（ただし、BISDNの立ち上がり時には10Gb/secで実用化されるものと予測

される）。ＨシステムにおけるHDTV（ハイビジョン）レベルの双方向映像通信においては、

１チャネル当たり300Mb/sec（=150M×上り・下り）が必要となるから、光ファイバー１本

当たりでは現在の実装値で８チャネル（=2.4Gb/sec÷300Mb/sec）がとれる。他方、現時点

では光ファイバー１本の価格は５万円／㎞であり、ケーブル当たり50心とすると、１ケー

ブルのチャネル数は400（=8×50心）、価格は250万円／㎞（=５万円×50心）となる。工事

費としては、これに中継装置（現在では数十㎞ごとの光増幅装置が開発されている）費や

管路土木費がかかるが、その単価を出すことは難しい。本研究では、これらの費用を加え、

ケーブル設置費用をケーブル費の３倍、すなわち750万円／㎞と前提した。したがって、中

                                                                                                                                      

よる。
14 武内（1993）を参照。なお同推定値は、県間トラフィックのみを考慮しており、県内の市
外トラフィックを含んでいないので、本作業の推定値は過小となっている可能性がある。
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継回線の単価は、1.875万円／㎞・HDTVチャネル（=750万円／400）となる。これらのデー

タに関しては、今後におけるよりくわしい検討が必要である。

Ｉｃｇ，ｔ：市外回線コスト

（市外回線コスト）＝（市外回線単価）・（必要市外回線長）     （IIID-11）

（市外回線単価）＝（チャネル単価）／（多重度）　　     ［円／km］（IIID-12）

（チャネル単価）＝1.875万円/km

（多重度）＝（多重度１）×（多重度２）

（多重度１）＝３

（多重度２）＝１

（必要市外回線長）＝ 16.3124億km・ΔＰＨｔ

３．中継網資本ストック

　局設備および伝送設備の投資額から、中継網資本ストックを市内網におけると同じ方式

で求めた。資本減耗率はここでも当初10年間はゼロと仮定し、以降は局設備について年６％、

回線について年３％としている。

　　Ｋｇ，ｔ≡Ｋｖｇ，ｔ＋Ｋｈｇ，ｔ＋Ｋｃｇ，ｔ                         （IIID-13）

　　Ｋｖｇ，ｔ：ｔ年末の市外低速交換機ストック

　　Ｋｖｇ，ｔ＝Ｋｖｇ，ｔ－１＋Ｉｖｇ，ｔ－δｖｇＫｖｇ，ｔ－１                （IIID-14）

　　Ｋｖｇ，１９９５＝０

　　δｖｇ＝（減耗率）＝０     (t=1996,...,2005)

　　　　　　　　　　＝0.06   (t=2006,...,2025)

　　Ｋｈｇ，ｔ：ｔ年末の市外ＡＴＭ交換機ストック

　　Ｋｈｇ，ｔ＝Ｋｈｇ，ｔ－１＋Ｉｈｇ，ｔ－δｈｇＫｈｇ，ｔ－１                （IIID-15）

　　Ｋｈｇ，１９９５＝０

　　δｈｇ＝（減耗率）＝０     (t=1996,...,2005)

　　　　　　　　　　＝0.06   (t=2006,...,2025)

　　Ｋｃｇ，ｔ:ｔ年末の市外回線ストック

　　Ｋｃｇ，ｔ＝Ｋｃｇ，ｔ－１＋Ｉｃｇ，ｔ－δｃｇＫｃｇ，ｔ－１                （IIID-16）

　　Ｋｃｇ，１９９５＝０

　　δｃｇ＝ （減耗率）＝０    (t=1996,...,2005)

　　　　　　　　　　 ＝0.03  (t=2006,...,2025)
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Ｅ．収入・財務推定法

　本節においては、電気通信事業者全体の活動（BISDNおよび電話網の双方を含む）に関す

る諸経済指標の推定法を述べる。なお、ここでは電気通信事業者の提供する諸サービスの

うち一般電話サービスに対応する部分のみを扱うが、本節の指標については、便宜上これ

を同事業者のすべてのサービスに比例拡大した数値で表すことにする。

　以下においては、まず、国内網全体を旧来の電話網（twist pair加入者線を使うNISDNを

含む）とBISDN（Ｎ－ＶシステムとＨシステム）に分け、年次を追って後者が前者を置き換

えるものとする。収入および設備投資に関しては、BISDNと電話網を別個に予測し、他の指

標すなわち営業費用、経常収益、資金収支などについては、両者を一括して予測する。

１．資本ストックおよび投資

　電話網用資本ストックについては、必要電話網ストックが同加入者に比例すると仮定し、

同ストックが不足する場合には不足分が投資され、余剰となる場合には余剰分が除却され

るものとする。同資本ストックの減耗率は年６％とし、減価償却に関しては、1990年にお

けるNTTの数値を適用する。BISDN網においては除却は無く、（既述のように）減耗率と同

一の償却率を仮定する。

Ｋｔ：電話網用ストックとBISDN用ストックの和

Ｋｔ＝Ｋａ，ｔ＋Ｋｂ，ｔ                                  （IIIE-1）

Ｋｂ，ｔ＝Ｋｌ，ｔ＋Ｋｇ，ｔ　　                            （IIIE-2）

ＫＤａ，ｔ：必要電話網用ストック

ＫＤａ，ｔ＝ＳＵＢＡｔ・（Ｋａ，１９９０／ＳＵＢ１９９０）       （IIIE-3）

Ｋａ，ｔ：電話網用ストック

Ｋａ，ｔ＝Ｋａ，ｔ－１（1.0-δａ，ｔ）+Ｉａ，ｔ-Ｄａ，ｔ         （IIIE-4）

     ＝ＫＤａ，ｔ

δａ，ｔ＝０．０６

ＥＫａ，ｔ：余剰電話網用ストック

ＥＫａ，ｔ＝（1.0-δａ）Ｋａ，ｔ－１－ＫＤａ，ｔ               （IIIE-5）

Ｉａ，ｔ：電話網用総粗投資

Ｉａ，ｔ＝ｍａｘ［０，－ＥＫａ，ｔ］                     （IIIE-6）

Ｄａ，ｔ：電話網ストック除却

Ｄａ，ｔ＝ｍａｘ［０，ＥＫｔ］　　　　　　    　　　　 （IIIE-7）

Ｉｂ，ｔ：BISDN用総粗投資

Ｉｂ，ｔ＝Ｉｌ，ｔ＋Ｉｇ，ｔ                                （IIIE-8）
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Ｉｔ：総粗投資額

Ｉｔ＝Ｉａ，ｔ＋Ｉｂ，ｔ                                  （IIIE-9）

２．営業費用

ａ．人件費の推計(CLｔ)

　NTTおよびNCC（ただし長距離系３社のみ、以下同じ）の従業員数(Lｔ)と年間平均賃金(WR

ｔ)の過去(1965～1990年)のトレンドを延長し、従業員数、年間平均賃金の予測値をかけて

人件費の予測値を求める。

　1958年から1990年までの電電公社、NTTおよびNCC従業員数(Lｔ)を「NTT、NCC有価証券報

告書」「電電公社監査報告書」等より得る。この従業員数の年度系列を次の式によって近

似する。

　　Lｔ = -344061 + 90660.2*t - 5972.03*t２,

       t = 1958 to 1990    （IIIE-10）

  ここで、ｔに1996から2025を代入し、1996年から2025年までの従業員数予測値(Lｔ)を得

る。しかし、2015年の従業員数予測値は、1990年の約1/5であり、過小と思われる。そこで、

1998年以降、従業員数20万人を維持するシナリオを考える。このシナリオに基づいて、1997

年まで、（IIIE-10）式に従って従業員数の予測値を求め、1998年以降、この予測値を20万

人に固定する。この系列(LEｔ)を従業員数の予測値として採用する。

  次に、1965年から1989年のNTTおよびNCCの人件費(CLｔ)、従業員数(Lｔ)を使用して、同期

間の年間平均賃金(WNｔ)を求める。さらに、「賃金センサス」の運輸通信業「決まって支給

する現金給与額」を使用して、1990年基準賃金デフレータを作成する(DEFWｔ)。この賃金デ

フレータを使用して、実質平均賃金(WRｔ)を求める。

　　WNｔ = CLｔ / Lｔ，     t = 1965 to 1989                   （IIIE-11）

    WRｔ = WNｔ / DEFWｔ，  t = 1965 to 1989                 （IIIE-12）

  次に、年間平均賃金の予測値を過去(1965～1989)の平均賃金の系列(WRt)を延長して求め

る。そのために、1965～1989年の平均賃金の系列を次の式で近似する。

　　WRt = -222010 - 0.012934*Lｔ－１ + 117.027*t,

     t = 1965 to 1989             （IIIE-13）

  （IIIE-13）式に、予測期間の年度(1996～2015)をtに、さきに求めた従業員数予測値　(LE

ｔ)の前年度値をLｔ－１に代入して、平均賃金の予測値(WRｔ)を得る。

　最後に、（IIIE-10）、（IIIE-13）で求めた従業員数、平均賃金の予測値(LEｔ,WRｔ)を使

用して、1996年から2015年までの人件費予測値(CLｔ)を求めることができる。

    CLt = LEt*WRｔ，
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      t = 1996 to 2015                     （IIIE-14）

  また、物件費ＣＭｔについては、1990年における物件費と資本ストックとの比を求め、こ

れを資本ストックの予測値に乗じて求める。

  　ＣＡＢｔ＝ＣＬｔ＋ＣＭｔ＋（減価償却費）＋（社債利息）

    Ｃｔ＝ＣＡＢｔ・（（1990年NTT・NCC総費用）／ＣＡＢ１９９０）

３．経常収支、資金収支の予測

ａ．収入

　事業者の収入については、電話網加入者、Ｎ－Ｖ網加入者、Ｈ網加入者のそれぞれにつ

き、下記の前提の下に推定した。電話網加入者当たりの収入は1990年と同一とし、Ｎ－Ｖ

網加入者当たりの収入は、基本料はその1.5倍、使用料は電話網と同一とした（すなわち、

電話網加入料の半分をＶシステム（CATV）用ケーブル使用に充てていることになる）。ま

た、Ｈシステム加入者当たりの収入は、基本料は電話網加入者の２倍、使用料は住宅用、

事務用につきそれぞれ電話網加入者の2.5倍、3.5倍とした15。

Ｒ１９９０：1990年NTT・NCCの電話網収入合計

Ｒ１９９０＝ＲＨ１９９０＋ＲＢ１９９０                           （IIIE-15）

ＲＡｔ＝Ｒ１９９０／ＳＵＢ１９９０                            （IIIE-16）

ＲＨ１９９０：1990年住宅用収入

ＲＢ１９９０：1990年事業用収入プラスNCC収入

ＲＢＲ１９９０：1990年基本料等収入

ＲＨＡ１９９０＝ＲＨ１９９０／ＳＵＢＨ１９９０                   （IIIE-17）

ＲＢＡ１９９０＝ＲＢ１９９０／ＳＵＢＢ１９９０                   （IIIE-18）

ＲＡＢＲ１９９０＝ＲＢＲ１９９０／ＳＵＢ１９９０                 （IIIE-19）

ＲＨＡｔ＝ＲＨＡ１９９０                                  （IIIE-20）

ＲＢＡｔ＝ＲＢＡ１９９０                                  （IIIE-21）

ＲＨＶｔ：Ｖ加入者当たり収入

ＲＨＶｔ＝ＲＨＡｔ＋（ＲＡＢＲｔ×1.5）                （IIIE-22）

ＲＨＨｔ：住宅用Ｈ加入者当たり使用料収入

ＲＨＨｔ＝ＲＨＡｔ×２．５                             （IIIE-23）

ＲＢＨｔ：事業用Ｈ加入者当たり使用料収入

ＲＢＨｔ＝ＲＢＡｔ×３．５                             （IIIE-24）

                                               
15 栗山他（1993）の需要予測は、ここでの料金設定と加入者予測数値に近い結果を与えてい
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ＲＨＢＲｔ：住宅・事業用Ｈ加入者基本料

ＲＨＢＲｔ＝ＲＡＢＲｔ×２．０                         （IIIE-25）

ＲＡＢｔ：総電話網・BISDN収入

ＲＡＢｔ＝ＲＡｔ・ＳＵＢＡｔ＋ＲＨＶｔ・ＳＵＢＶｔ＋ＲＨＨｔ・ＳＵＢＨＨｔ＋ＲＢＨ

ｔ・ＳＵＢＢＨｔ＋ＲＨＢＲｔ・（ＳＵＢＨＨｔ＋ＳＵＢＢＨｔ）

（IIIE-26）

Ｒｔ：総収入

Ｒｔ＝ＲＡＢｔ・（（1990年NTT・NCC総収入）／ＲＡＢ１９９０）

ｂ．資金収支

　現在の単純化されたモデルにおいては、下記の式のように、事業者の資金余剰Ｓｔは総収

入から総費用（人件費と物件費の和）と長期債務に対する利子支払いと総投資額の和を差

し引いた金額である。また、累積長期資産Ｂｔは、1996年からの累積資金余剰額と定義する。

累積長期債務（－Ｂｔ）は社債発行額に相当する。その利子率としては、1990年と1991年の

政府保証債利回りの平均年当たり6.2％をとった。

Ｓｔ：資金余剰

Ｓｔ＝Ｒｔ－（Ｃｔ＋0.062（－Ｂｔ）＋Ｉｔ）              （IIIE-27）

Ｂｔ：累積長期資産

Ｂｔ＝ΣＳｕ                                          （IIIE-28）

　　 ｕ＜ｔ

［0.062＝（1990年、1991年政府保証債利回りの平均）

　　　 ＝（0.06610＋0.05818）／２］

ｃ．経常収益

　次に、経常利益Πｔとしては、事業者の総収入から、総費用（人件費と物件費の和）と資

本ストックの減価償却額と電話網の余剰資本ストック分の除却額と累積長期債務に対する

利子支払い額の和を差し引いた金額である。ここで、資本ストックの減価償却率は、電話

網については1990年におけるNTTの減価償却額を電話網資本ストックで除した値（年当たり

9.2％）とし（実際の減耗分より相当に過大である。なお、NTTの有形固定資産簿価に対す

る償却率は年16％になる。）、BISDNについては資本減耗に等しい額とした。また、電話網

資本ストックの除却額は、電話網資本ストックの余剰分、すなわちそれが必要資本ストッ

ク額を上回った分に等しいとした。

                                                                                                                                      

る。
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Πｔ：経常利益

Πｔ＝Ｒｔ－（Ｃｔ＋0.10264Ｋａ，ｔ＋Ｄａ，ｔ＋0.06Ｋｂ，ｔ－0.062Ｂｔ）

［0.10264＝（1990年NTTの減価償却率）＝（減価償却費）／（1990年電話網資本ス

トック）

　　　　 ＝1,430,147／13,933,010＝0.1026445］

［0.16＝（減価償却費）／（有形固定資産額）

　　　＝1,430,147／9,115,926＝0.15688］

IV．予測結果

　本節においては、前節までに説明した手法およびデータにもとづいて計算したBISDN建設

に関する予測結果をまとめて述べる。

Ａ．加入数予測

　BISDNへの加入率および加入数は、1990年における電話網加入率（住宅用については世帯

当たり加入数、事務用については生産年齢人口当たり加入数）を出発点とし、その何％が

BISDNに移行するかという形で考えられている。表１Ａおよび１Ｂは、2015年において住宅・

事務用加入数の75％がBISDNに加入し、住宅用については３分の２がＮ－Ｖシステムに、３

分の１がＨシステムに加入した場合の計算結果を示す。なお、加入数のグラフにつき図１

および図２を参照されたい。

　BISDNおよび電話網の加入者合計（ＳＵＢｔ）は、2015年において6800万であり、うち5300

万が住宅用、1500万が事務用加入数である。また、最終年次の2025年においては、総加入

数7200万の80％近くがＨシステム、17％がＶシステムに加入し、電話網加入者は３％にま

で減少している。予測期間において、世帯数は１世帯当たりの人口数の減少にともなって

増加する傾向にあり、他方、生産年齢人口数は人口構成の高齢化にともなって減少する傾

向にあるので、住宅用加入数と事務用加入数の総加入数に対する比率は、1996年において

はそれぞれ70％と30％であったが、2015年においては78％と22％、2025年においては82％

と18％になっている。

　次に2015年、2025年において、総加入数のうちBISDNへの加入数（ＳＵＢBISDNｔ）はそれ

ぞれ5100万、7020万、電話網への加入数（ＳＵＢＡｔ）は1700万、200万である。しかし図

２が示すように、BISDN加入数は予測期間中にゼロから始まって漸次増加してゆくので、2015

年までは事業者のオペレーションのウェイトは、平均すると依然としてBISDNよりも電話網

の方が大きい。BISDNのウェイトが大きくなるのは、2025年まで通算したときである。2015

年においては、BISDN加入数5100万のうち、Ｎ－Ｖシステムへの加入数（ＹＶｔ、すべて住

宅用）が半分以上の3000万を占め、Ｈシステムへの加入数（ＹＨｔ）は2100万である。同年
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のＨシステムへの加入者のうち、約53％の1100万が事務用Ｈシステム加入数であり、残り

の1000万が住宅用Ｈシステムへの加入数である。Ｎ－Ｖシステムへの加入数は2016年にピ

ークに達し、以後は漸減して、2025年には1200万になる。これに対しＨシステムの加入数

は2025年には5700万強に達する。なお、表１Ｂの末尾に、総加入数中に占めるＮ－Ｖシス

テム加入数（ＰＶｔ）、Ｈシステム加入数（ＰＨｔ）、BISDN加入数（ＰＨＶｔ）、電話網加

入数（ＰＡｔ）の比率がそれぞれ示されている。

Ｂ．投資・資本ストック予測

　次に、BISDN建設のための投資額と資本ストック、および電話網を含む全国網の投資額お

よび資本ストックの予測値について述べる。

１．BISDN 用投資および資本ストック

　BISDN用投資および資本ストックの計算結果は、付表２、３、４、５および６に加え、付

図３および４に示されている。

　BISDNへの加入数が前節で述べたように増加するとき、BISDN用純投資は、1996年の3500

億円から増加し、2012年に２兆3000億円でピークに達するが、2009年以降は更新投資を含

めておおむね２兆円台で推移する（図３、表２）。予測期間内のBISDN純投資額の累計は2005

年までに９兆円、2015年までに37兆円、2025年までに72兆円であり、年平均約2.4兆円であ

る。この額は、1991年度におけるNTTの設備投資額（有形固定資産取得額）の約２倍である。

他方、粗投資額累計は、それぞれ10兆円、42兆円、85兆円に上る。

　同投資額の内訳としては、図３に見られるように、当初においては市内網Ｎ－Ｖシステ

ム・Ｈシステム用の局・宅内設備投資のウェイトが大きく、次いでＨシステムの普及とと

もに同システム用局・宅内設備の投資が増大する。これに比較し、市内伝送設備投資額は、

Ｎ－ＶシステムについてもＨシステムについても局・宅内設備投資額の約10％程度である。

また、表６に見られるように、BISDN中継網への投資は、予測期間中の合計が、2015年まで

に約4.7兆円、2025年までに約13兆円であり、後者はBISDN総投資額の15.3％となる。その

内訳としては、市内網とは逆に、局設備投資と回線設備投資の比率がおよそ１対10になっ

ている。

　上記の結果は、BISDN建設コストの大半は市内網伝送設備（回線）コストから生ずるとす

る通常の理解と異なった結論を与えている。その理由の１つは、加入者当たりの局・宅内

設備の単価と回線設備単価（物品費と工事費を含む）の差にある。光通信関係の局・宅内

設備は、全くの新製品であるため、当初の生産単価が高い。これに対し、回線コストにつ

いては、光ファイバーがすでに大量生産されている製品であり、物品費単価はそれほど高

くなく、かつ将来における単価下落が予想されている。また、BISDN建設のために新たな通
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信線用地下設備（とう道）の建設を考えることはせず、現在すでに使用されている通信路

（とう道あるいは架空設備）を使うことを前提しているため、工事費もそれほど高くなっ

ていない。もし、地下設備を建設して加入者回線のすべてを設置する方策を採用すれば、

BISDN建設費用は、本作業における推定額の数倍ないし数十倍に上るであろう16。

　予測期間中における大量生産とネットワークの普及による資本設備単価の減少に関する

データが、表３および表４に示されている。表３に見られるように、局・宅内設備に関し

ては、Ｎ－ＶシステムおよびＨシステムの双方について、予測期間中の2013年ごろまでに

大量生産水準に達することになり、単価調整パラメタは1.0に近いレベルにまで減少してい

る。他方、予測期間当初の1996年においては、Ｎ－Ｖシステムの単価が大量生産時の約4.7

倍、Ｈシステムの単価は７倍強になっている。その結果、加入者当たりの設備費用につい

ては、Ｎ－ＶシステムおよびＨシステムについて、1996年にはそれぞれ104万円、258万円

であるが、2015年にはそれぞれ28万円と37万円にまで低落する。

　他方、伝送設備に関しては、Ｎ－ＶシステムとＨシステムについて1996年には加入者当

たりそれぞれ15万円および48万円であるが、2015年には４万円と６万円にまで低下する。

すなわち設備単価は、20年間でそれぞれ約４分の１弱と８分の１にまで低下するわけであ

る。

　上記の結果から、BISDNの建設は、大量生産の利益を早期に実現するため、建設初期にお

いてロジスティック曲線が示す「自然的」増加のペースではなく、何らかの方策で大量生

産レベルに到るまで普及を加速させ、比較的短期間内に投資を集中することが有利である

と言える。

　なお、BISDN投資の予測値から、資本ストック系列を計算することができる。図４が示す

ように、資本ストックの大部分は市内網用局・宅内設備である。

２．国内網全体の投資および資本ストック予測

　上記のBISDN用投資および資本ストックの予測に電話網の資本ストック予測を加えれば、

国内網全体の資本ストックの供給予測が得られる。図５、６Ａ、６Ｂおよび表９、10を参

照されたい。

　まず、電話網用資本ストックの予測について述べる。BISDNの普及にともなって電話網へ

の加入者数が減少する。予測期間の当初においては減少スピードが低いが、次第にBISDNへ

の移行者が増加し、予測期間の後半には電話網加入者が急速に減少し、2025には約３％に

                                               
16 いわゆる「都市配線の地下化、共同溝建設」は、電気通信ネットワークだけでなく、電力、
ガス、上下水道をも含めたより広い視点からの都市総合（再）開発のテーマであり、BISDN
よりもはるかに多額の建設費用を要する。



199310a.rtf 30

なる。これにともなって電話網の必要資本ストック（ＫＤａ，ｔ）は、当初1996年における16

兆5000億円のレベルから、2015年には３分の１の５兆円弱に減少し、2025年にはさらにそ

の10分の１の5000億円にまで減少する。

　必要資本ストックに対し、現実の資本ストックは年６％の率（半減期11.2年）で減耗す

る。この減耗率は予測期間初期における必要資本ストックの減少率より大きい。したがっ

て、1996年から2007年までは必要資本ストックが現実の資本ストックを上回り、図６Ａ、

６Ｂと表10に示すように、ピーク時において年１兆円程度、合計で約9.5兆円の粗投資が必

要になる。ただし、粗投資額は2007年には年約1000億円強にまで減少する。

　2008年から2025年までは、加入者のBISDNへの移行にともなって、電話網資本ストックが

余剰となる。2008年においては、816億円の余剰であるが、2025年まで年間数千億円、合計

で約７兆4000億円の余剰ストック額が生ずる。本モデルにおいては、余剰となった電話網

資本ストックは、その年末において除却されることになっているので、2025年までに同額

の累計損失が生ずることになる。

　BISDNへの移行スピードが予測期間当初において比較的遅いため、電話網への投資が依然

として継続し、予測期間30年間において７兆円余の「過剰」投資がおこなわれるわけであ

る。言い換えれば、予測期間における電話網投資額の総計９兆5000億円のうち、約20％が2015

年までに、４分の３が2025年までに余剰資本ストックとなって捨てられるわけである。こ

の点から考えても、BISDN建設に際しては、建設開始後何らかの方法でBISDNの普及を加速

させ、（理想的には）電話網資本ストックの減耗速度と同一速度で電話網加入者数が減少

するようにBISDNへの移行者が増加することが望ましい。少なくとも、BISDN網への移行が

ピークを過ぎた後に電話網資本ストックに多額の余剰が出ることを避ける方策が望ましい。

　BISDN資本ストックは、1996年に3500億円のレベルからスタートして2015年に31兆円に、

2025年には49兆円に達する。他方、電話網資本ストックは、1996年に６兆5000億円の水準

にあるが、2004年ごろまでおおむね同一水準で推移し、同年以降急速に減少して2015年に4.8

兆円に、2025年には5000億円程度になる。両者を合計した総資本ストックは、1996年の約16

兆円のレベルから、2015年に36兆円すなわち約２倍強に、2025年には50兆円すなわち約３

倍に増加する。これがBISDN建設にともなう国内網全体の規模増大を示す。

Ｃ．収支・財務予測

１．費用

　本節においては、BISDN建設にともなう事業者の収入・費用、経常収益、資金収支などの

経営指標の予測結果を述べる。

　まず、営業費用の予測値は、図７および表11にまとめられている。事業者の従業員数（NTT
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と長距離系のNCC３社の合計、以下同じ）は、1995年の23万1600人から、2015年には20万5000

人にまで漸次減少し、以降は同水準で推移するように前提されている。これは、NTT従業員

数減少の最近の傾向に、20万人程度を同下限とする考えを適用したものである。

　就業者１人当たりの賃金水準については、1996年の年900万円から年率3.5％で成長して、

2015年には年1800万円程度にまで増加すること、また同年以降は年率２％で成長して2025

年には年2190万円程度になることを前提している。ただし、これらは1990年価格による表

示であり、インフレーションが生ずれば、名目額を得るために物価上昇率を加える必要が

ある。就業者数と１人当たり賃金から計算された人件費は、1996年の２兆１千億円強から、

2015年には３兆7000億円、2025年には４兆5000億円にまで増大する。

　他方、営業費用のうち物件費については、総資本ストックと同一速度で増大することを

前提しており、1996年の１兆2300億円から、2015年には２兆6000億円、2025年には３兆6000

億円にまで増加すると予測している。

　もとより、これらの営業費用は、人件費についても物件費についても、事業者の努力に

よるコスト削減や業務外注の程度などに依存する。本予測で使用した数字は、人件費につ

いては就業者数の減少を予測して比較的伸び率を抑え、他方物件費については（業務外注

等の増大を考えて）比較的高い増加率を見込んだものである。

２．収入

　国内網全体の運営から生ずる事業者の収入については、前節に述べた前提のもとに加入

者当たり料金を設定し、これに各サービスへの加入者数をかけて計算した。図８および表12

を参照されたい。

　まず、電話網加入者については、1990年と同一額の基本料・使用料を支払うものとする。

次に（住宅用）Ｎ－Ｖシステムの加入者については、基本料は電話網の1.5倍、使用料は電

話網加入者と同一額を支払うことを前提する。現行電話基本料の50％の増大は、現CATV網

への加入料を若干下回る金額である。次にＨシステムへの加入者については、基本料を電

話網加入者の２倍とし、度数料は住宅用において2.5倍、事務用について3.5倍と仮定して

いる。

　これらの前提が需要側の条件にマッチする場合（すなわち需要関数を満たす場合）にお

いては、事業者は下記のような収入を得るものと予測できる17。まず、事業者の総収入は1996

年における５兆3400億円から、2015年に10兆円、2025年には13兆4000億円にまで増加する。

これは2015年までは年率3.2％、同年以降年率2.9％、全期間平均で年率3.1％の増加率にな

る。
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　総収入のうち、電話網からの収入は1996年において100％であるが、2015年においては全

収入の約15％強、2025年には1.4％にまで低下する。他方、BISDNからの収入は、1996年に

おいてはゼロであるが、2005年においては、総収入の23％にまで増大し、以後急増して、2015

年においては８兆4600億円すなわち全収入の85％、2025年には13兆2200億円すなわち総収

入の98.6％にまで増大する。また、BISDN収入のうち、2015年においては約32％がＮ－Ｖシ

ステムからの収入であり、残りの68％はＨシステムから得られるが、2025年にはこれらが

それぞれ7.2％、92.8％となる。

　なお、1990年のNTTと長距離系NCC３社の営業収入５兆9080億円は、同年のわが国のGNP約

430兆円の1.37％に当たる。1996年における事業者の総収入と同年のGNPとの比率が同じく

1.37％であるとし、GNPがかりに実質年率3.5％で2015年まで、以後は年率２％で成長し続

けるとすれば、上記の推定は、事業者の収入が2015年においてGNPの1.34％になり、2025年

には1.47％にまで増加することを意味する。GNPに対する比率としては、これらはおおむね

安定しており、実現可能な数値と考えてよいであろう。他方、GNPの成長率を低めに想定し、

2025年まで一貫して年2.5％で成長するとすれば、2025年における事業者総収入の推定値は

GNPの1.6％にまで増加しなければならない。さらにGNPの成長率を年２％とすると、2025年

の事業者総収入はGNPの1.9％にまで増加する必要がある。すなわち、本予測に使用した事

業者の収入が実現されるためには、GNPにおける国内網総収入のシェアが、30年間に約４分

の１％（GNP成長率2.5％のとき）、あるいは約２分の１％（GNP成長率２％のとき）だけ増

加しなければならない。過去において電気通信事業収入のGNP中の比率は、長期的におおむ

ね一定であった。これを４分の１％あるいは２分の１％だけ30年間に増加させることは、

それほど難事とは思えないかもしれない。しかし、そのためには家計・企業の「通信費」

予算のみでは無理であるかもしれず、従来、たとえば「広告費」あるいは「交通費」とし

て支出された分の一部が、通信サービスの購入に向けられて初めて実現可能であるかもし

れない。いずれにしても、この問題はBISDNの需要予測によって解明されるべきものである。

３．経常収益・資金収支の予測

　最後に上記資本ストックおよび費用収入等の予測値を総括して、国内網全体に関する事

業者の資金収支および経常収支の予測をおこなった。図９、10と表13に結果が示されてい

る。（なお、BISDNのような長期プロジェクトについては、経常収支の数字はあまり意味が

無い点に留意されたい。とりわけ、資本の減価償却費が税法規定などで外部から恣意的に

規定されている場合はそうである。これに対し、資金収支すなわちcash flowは、当プロジ

ェクトの純収支をそのまま示し、プロジェクト評価のための適切な指標である。）

                                                                                                                                      
17 栗山他（1993）は、上記料金・加入者数の想定と類似した需要予測結果を与えている。
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　まず、資金収支については、予測期間の最初の６年間、すなわち1996年から2001年に到

るまでは資金余剰が生じ、1996年に5400億円余、2001年には820億円余である。2002年から

資金不足の状態が始まり、これは2016年まで続く。当初2002年においては250億円の資金不

足であるが、ピーク時2010年には6400億円余になり、その後資金不足は漸減して2016年に

は800億円になる。2017年以降、資金収支は再びプラスに転じ、2025年には8700億円の資金

余剰を生じる。

　予測期間のうち初期の資金余剰は電話網における収入から生じ、中間期間の多額の資金

不足はBISDNの建設のための投資資金の需要から生じ、そして予測期間終期の資金余剰は、

BISDNサービスからの収入の増大によって生ずる。

　上記資金余剰（不足）額の累積額は、予測期間における社債の償還（発行）額とみるこ

とができる。表13に示すように、社債発行残高は2002年までマイナスであり（すなわち余

剰資金を外部に貸し付けている状態であり）、2010年すなわちBISDN建設開始後15年経過し

た後に社債発行の必要が生ずる。社債発行残高は2017年までほぼ一貫して増大し、同年に

ピーク３兆6000億円余に達する。2017年には資金余剰の発生にともない、社債発行残高が

減少しはじめ、2025年には１兆1800億円の残高になる。

　上記のような資金過不足の状況については、1985年民営化当時のNTTの社債残高が４兆円、

1992年当初においては２兆円であった点と比較できるであろう。BISDNを建設した場合の

2015年における社債残高３兆3800円、2025年における１兆1800億円は、必ずしも大きな額

とは言えない。また、予測期間のトレンドを延長すれば、2027年前後で社債すなわち長期

債務が返済されることがわかる。すなわち本予測に使用した諸前提のもとでは、BISDNプロ

ジェクトは30年余でペイ・オフすることになる。

　最後にBISDN建設にともなう国内網全体の事業者経常収支を計算してみた。表13に示すよ

うに、予測期間のすべてにおいて経常収支はプラスすなわち黒字を示す。その理由の一部

は、初期における電話網の収益力、予測後期におけるBISDN網の収益力にある。ただし、前

述のように、経常収益の数字は長期プロジェクトについては、あまり意味が無い（減価償

却費と投資額が一致しない）ことに留意されたい。

V．あとがき

　以上がわれわれの実行したBISDN建設にともなう供給予測の概略である。大略して、本作

業は、かなり安全に（高めに）見積もった投資コストの下で、BISDNのサービスが現行電話

サービスの２～３倍の価格で需要されるのであれば、約30年程度で90兆円の必要投資資金

を償還し、国民（株主）に約50兆円の資産（BISDN資本ストック）を残すであろうことを予

測している。上記のような予測結果は、一見したところ、BISDNの建設に関する「悲観的」
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予測であるという第一印象を与えがちであろうが、これは正しくない。本予測が示してい

るのは、BISDNのようなインフラ建設プロジェクトは、一般のプロジェクトに比較して「収

益期間（投資の懐妊期間――gestation period）」がはるかに長いという事実である。こ

の事実を認めず、短期間内に資金収支を無理にバランスさせようとする（たとえば価格を

高めに設定することにより）と、需要が発現されず、プロジェクトは失敗に終わることに

なる。

　すなわち、この予測結果が明らかにしているのは、BISDNのようなインフラ建設のための

巨大プロジェクトは、長期間の資金投入を要求することである。20年ないし30年にわたる

期間を通算すれば、十分以上の利益を上げ投資資金を償還することが可能であるが、株式

会社組織において通常実行されるプロジェクトのように、数年間程度の短期間で収益を上

げることのできる種類のものではない。BISDNの建設は収益性という点だけからみれば、他

のインフラ建設、たとえば大規模空港の建設、長距離高速ハイウェイの建設、あるいは海

洋開発、宇宙開発、基礎研究のような長期プロジェクトと比較することができる。

　また本予測は、もしBISDNを建設するのであれば、建設初期にサービス価格を低めに抑え

て需要を喚起し、早期にユーザのネットワーク外部性（本作業では考慮されていない）を

発現させ、なるべく多額の資金を短期間内に投入して大量生産の利益を実現し、同時に現

電話網への余分の投資を省くことが有利であることを示している。これらの点は、高齢化

社会を目前にしているわが国が、BISDN建設を急ぐべきであるとする理由にもなっている。

　以上を要するに、わが国において実際にBISDNを建設するべきか否かは、上記の事項を勘

案しつつBISDNサービスに対する需要の程度、およびBISDNがわが国社会経済全体にもたら

す便益の大きさとそのために必要な投資額を考えて決められるべきことである。これらの

点で肯定的な結論が出れば、BISDN建設のための資金源、BISDN建設にともなうリスク負担

などの考察が必要となる。本研究は、こられの議論のための基礎資料を提供するための試

みであった。
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補論

Ａ．住宅用 BISDN 普及率曲線、住宅用Ｈシステムシェア曲線、および事業用

BISDN 普及率曲  線の導出

１．住宅用、事業用 BISDN 普及率曲線

　住宅用、事業用BISDN普及率曲線とは、年次の経過と住宅用、事業用BISDNの普及率の関

係を示す曲線である。普及率曲線として、ロジスティック曲線（Ｓ字型曲線）を用いるの

が一般的である。ここでは住宅用BISDN普及率曲線に、1995年における普及率がゼロになる

よう調整を加えたロジスティック曲線を採用した。住宅用BISDN普及率曲線は、次の式で示

される。

　f(t) = 1 / [ 1 + exp { -a ( t - t０)}] - f95     (1-1)

         t = year - 1995    year = 1995 to 2015

  f(t):ｔ年の住宅用、事業用BISDN普及率

  f95 :1995年の住宅用、事業用BISDN普及率

　テキスト本文で述べたように、住宅用BISDN普及率に関しては、1995年(t=0)に、普及率0.01

（１％）、2015年(t=20)に、普及率0.75（75％）、0.5（50％）、0.25（25％）の３ケース

を仮定する。事業用BISDN普及率に関しては、1995年(t=0)に、普及率0.01（１％）、2015

年(t=20)に、普及率0.9（90％）、0.75（75％）、0.5（50％）の3ケースを仮定する。住宅

用、事業用に関し、それぞれ、３ケースを高位、中位、低位とする。この高位、中位、低

位に対応して、(1-1)のロジスティック曲線のパラメタa, t０, f95を求める。住宅用、事業

用に関し、各ケースに対応するロジスティック曲線のパラメタを以下に示す。

　　　　住宅用BISDN普及率曲線のパラメタ

　　　　　　高位　　　　　中位　　　　　低位

　　a      0.2874        0.2318        0.1775

　　t０    15.9891       19.8274       25.8942

　  f95    0.01          0.01          0.01

　　　　事業用BISDN普及率曲線のパラメタ

　　　　　　高位　　　　　中位　　　　　低位

　　a      0.3454        0.2874        0.2318

　　t０    13.3023       15.9891       19.8274

　  f95    0.01          0.01          0.01

 すなわち、住宅用、事業用に関し、それぞれ、高位、中位、低位の３ケースが対応し、住
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宅用BISDN普及率曲線として、(1-1)式で示されるような３本のロジスティック曲線が得ら

れる。さらに、３本の事業用BISDN普及率曲線が得られる。

２．住宅用Ｈシステムシェア曲線

　住宅用Ｈシステムの加入世帯数が住宅用ＨシステムまたはＶシステムいずれかに加入し

ている世帯数に占める比率を、住宅用Ｈシステムシェアと呼ぶことにする。住宅用Ｈシス

テムシェア曲線は、この住宅用Ｈシステムシェアの経年変化を示す。この曲線もロジステ

ィック曲線で近似する。本文で述べたように、住宅用Ｈシステムシェアが2000(t=5)年に0.01

（１％）、2015年(t=20)に0.25（25％）に達するシナリオを考える。このシナリオに基づ

き、調整されたロジスティック曲線のパラメタを求めることができる。このとき、住宅用

システムシェアの予測値を求めるロジスティック曲線は、次の式で表される。

　s(t) = 1 / [ 1 + exp( -0.2331 ( t - 24.713))] + 5   (1-2)

         t = year - 1995    year = 1995 to 2015

         s(t):ｔ年の住宅用Ｈシステムシェア

Ｂ．資本設備単価の推定

１．局・宅内設備単価データと推定式

　Ｎ－ＶシステムとＨシステムにつき、NTTによって与えられた局・宅内設備単価に下記の

式をあてはめた。

      ａ．Ｎ－Ｖシステム

　　Ｑｔ＝Ｑｔ（ΔＹＶｔ）＝（単価調整パラメタ）

　　　 ＝ｍｉｎ［Ａ・exp｛－Ｂ・ΔＹＶｔ｝＋Ｃ，Ｑｔ－１］

　　　　　　　　Ａ＝4.445704

  　　　　　　  Ｂ＝0.130962・10－４

　　　　　　　　Ｃ＝1.0

（Ｑｔ（  1万）＝4.9  （局・宅内設備単価）ｔ＝103万＋24.5万＝127.5万

  Ｑｔ（ 10万）＝2.2  （局・宅内設備単価）ｔ＝45.5万＋11万＝56.5万

　Ｑｔ（100万）＝1.0  （局・宅内設備単価）ｔ＝21万＋5万＝26万）

      ｂ．Ｈシステム

　　Ｑｔ＝Ｑｔ（ΔＹＨｔ）＝（単価調整パラメタ）

　　　 ＝ｍｉｎ［Ａ・exp｛－Ｂ・ΔＹＨｔ｝＋Ｃ，Ｑｔ－１］

　　　　　　　　Ａ＝6.9991742
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  　　　　　　  Ｂ＝0.1540327・10－４

　　　　　　　　Ｃ＝1.0

（Ｑｔ（  1万）＝7,  （局・宅内設備単価）ｔ＝210万＋105万＝315万；

  Ｑｔ（ 10万）＝2.5, （局・宅内設備単価）ｔ＝75万＋37.5万＝112.5万；

　Ｑｔ（100万）＝1.0, （局・宅内設備単価）ｔ＝30万＋15万＝45万）

２．伝送設備単価データと推定式あてはめ値

　Ｎ－ＶシステムとＨシステムにつき、NTTによって与えられた回線単価（物品費プラス工

事費）に、本文中の式を最小２乗法によってあてはめ、推定値を計算した。
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